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はじめに

　1984（昭和 59）年に内閣総理大臣の諮問機関として

設置された臨時教育審議会は、1987（昭和 62）年に最

終答申を提出した。そこでは、「我が国は今日、21 世紀

に向かって社会の成熟化への展開、情報中心の科学技

術への転換、新しい国際化への以降の時期にさしかかっ

ている。これらがもたらす可能性と問題点を見定めると

ともに、日本文化・社会の特質と変動を十分に認識す

ることが、今次教育改革の出発点でなければならない」

とした上で、教育改革の視点として、①個性重視の原則、

②生涯学習体系への移行、③変化への対応の 3つを示

している。

　とくに、③については、「教育が直面している最も重

要な課題は国際化ならびに情報化への対応である」と

述べている。臨時教育審議会は、社会の「国際化」に

対応する教育改革の必要性を強調した。これを受けて、

同年、答申を提出した教育課程審議会も「国際理解を

深め、我が国の文化と伝統を尊重する態度の育成を重

視すること」を、教育課程の基準改善のねらいの一つ

とした。実際、「国際化」への対応については、社会科

の目標のなかに直接反映された。小・中学校の目標が

「国際社会に生きる民主的、平和的な国家・社会科の形

成者として必要な公民的資質の基礎を養う」とされ、「国

際社会に生きる」の文言が新たに付け加えられた。

　このように、臨時教育審議会や教育課程審議会の答

申、それに基づく社会科の学習指導要領の改訂という

教育の動向の中で、「国際化」時代に対応した教育、「国

際理解教育」が注目されるようになった。

　本論では、日本社会の「国際化」に対応する社会科

教育の系譜として、①戦後直後のユネスコに由来する

「国際理解教育」、②国際社会の南北問題や地球環境危機

などを主題とする「開発教育」、③日本人の国際意識や

歴史意識の課題の克服を主題とする教科書問題を取り

上げ、それぞれの特色と動向を明らかにするとともに、

今後の社会科教育の課題を提示する。

*　　埼玉大学教育学部社会講座

Ⅰ「国際化」と教育改革

　1989（平成元）年の学習指導要領の改訂は、「戦後政

治の総決算の一環としての戦後教育の総決算」をめざ

す臨時教育審議会答申及び教育課程審議会答申に基づ

く教育内容の改変である。

　その結果、戦後教育改革のシンボルであった社会科

が解体された。小学校低学年の社会科が廃止され、高

等学校社会科は「地理歴史科」と「公民科」に再編成

されることになった。この「社会科解体」こそが平成

元年の教育課程改訂の特徴である。

　我々は、この社会科解体という問題にどのように対応

したらよいのか。その手がかりとして、ここでは、改

訂の基本方針の一つである「教育の国際化」問題に着

目したい。確かに、社会の変化に伴って、教育に目標・

内容・方法を改善することは必要である。社会科は、社

会の変化のうち「国際化」問題に真正面から取り組ま

なければならない。

　それでは、当時叫ばれていた「国際化」とは何であり、

また、その意味の理解の仕方はどのようなものであっ

たのか。日本人の「国際化」認識を整理すると、次の

ようになる１)。

　①「国際化」という言葉に、「進んだもの」「新しいも

の」といった華やかなイメージを感じるもので、いわ

ば「ファッションとしての国際化」である。これは明

治以来の「舶来主義」思想の延長線上にあり、多くの

日本人に共通するものであろう。また、語学研修、留学、

海外旅行ブーム、外資系企業人気などもこのあらわれ

と言えよう。

　②「国際化」を「国益追求・国威発揚」の発想で考

える「ナショナリズムとしての国際化」の認識もある。

例えば、教育課程審議会の答申に「国際理解を深め、

我が国の文化と伝統を尊重する態度の育成を重視する」

とあるように、「国際化」は我が国の伝統重視とセット

にされている。実際、国際社会に生きる日本人として

の自覚などを涵養する観点から、国旗及び国歌のもつ
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意味について理解させ、それらを尊重する態度を育て

ることが重視されている。この「国際化」は「民族化」「「国

粋化」の別名にすぎないものといえる。

　③国益を超える「人類益」の発想で「国際化」を考

える「グローバリズムとしての国際化」の認識もある。

今日の我々の生活にとって重要な諸問題は、核、経済、

科学技術、環境、資源・エネルギー、人口、食糧、人権

などの例でも明らかのように、もはや個々の国家や社会

の判断にゆだねるべきではない、普遍的な「地球的な課

題」である。つまり、グローバルな「地球的・世界的な

課題」を解決し、人類の未来の可能性を切り拓くため

には、これまでの国家中心の競争や対立の関係に代わっ

て、新しい協働の世界システムを創り出す必要性が認識

されている。このような主権国家の枠組みを超える「国

際化」認識も現れている。

　ここに示した日本人の「国際化」認識の背景には、日

本の国際社会との関わりの歴史的事情がある。戦前の近

代化黎明期の日本はアジアから離脱し、西洋の仲間入り

を目指し「脱亜入欧」によって国際化を果たそうとした。

しかし、昭和の戦時中は、かつて離脱しようとしたア

ジアの盟主たらんとして「大東亜共栄圏」を唱え、西

洋と対決するに至る。「脱亜入欧」は西洋文化の移入、「大

東亜共栄圏」は日本文化のアジアへの移出であり、文化・

文明の動きは正反対ではあるが、いずれも一方通行に

終始している点で共通している。

　これに対して、戦後の「国際化」は、限界はあるものの、

次の２つの点で戦前・戦時中の「国際化」とは異なる。

　①�文化・文明の動きが双方向に向かう相互通行であ

ること

　②�その対象国にアジア、西洋以外の諸外国が含まれ

ていること

　このように、戦前に比べれば、世界諸国との相互関

係はその広さの点でも深さの点でも進化している。そ

れだけに今日の「国際化」は戦前・戦時中のそれに比

べれば複雑で屈折した面をもち、多義的な概念である。

今日の「国際化」は少なくとも次の３つの異なる過程

を含むものである。

　①�外国人、外国の物資・情報（価値や技術を含む）・

文化等の日本への移動（流入・導入・摂取）―「外

国化」

　②�日本人、日本の物資・情報（価値や技術を含む）・

文化等の外国への移動（流入・導入・摂取）－「日

本化」

　③�上記の過程を円滑にする手段・条件の発達とそれ

らの影響による相互的な「文化変容」の進展－「地

球化」

　これらの過程の総和が日本の「国際化」である。現

実の「国際化」の過程は、それぞれのバランスの上に

展開されるものであろう。

Ⅱ　ユネスコと「国際理解教育」

　社会科教育で考える「国際化」時代に対応した教育

とは、「国際理解を深める教育」ということになる。こ

の「国際理解教育」は、ユネスコ (UNESCO= 国際連合

教育科学文化機関 )の推進により国際的規模で展開さ

れてきている。ユネスコの基本精神は「ユネスコ憲章」

の前文に以下のように表現されている。

　�　戦争は人の心の中で生まれるものであるから、人

の心の中に平和のとりでを築かなければならない。

　�　相互の風習と生活を知らないことは、人類の歴史

を通じて世界の諸人民の間に疑惑と不信を起こした

共通の原因であり、この疑惑と不信の為に、諸人民

の不一致があまりにもしばしば戦争となった。

　ユネスコは、この憲章前文にあるように、人の心の中

に平和のとりでを築くために、世界の諸人民の相互の風

習や生活を知ることが必要とした。そして、ユネスコは、

諸国民の教育、科学及び文化の協力と交流を通じた国

際平和と人類の共通の福祉の促進を目的として、1946（昭

和 21）年に創設された国際連合の専門機関であり、我

が国は、1951（昭和 26）年に加盟しています。

　ユネスコは、1952 年に「世界共同社会に生活するた

めの教育協同実験活動」を発足させる決議を行い、1954

年から２年間、協同実験活動が始められた。その後も

継続され、この計画は 1960 年からユネスコ協同学校計

画と呼ばれるようになった。

　この時期の当事者だった永井滋郎は、「国際理解教育」

の本質と性格を原理的に決定づけた教育目標には、次

の要素が含まれているとしている２)。

　

　①平和な人間の育成

　②人権意識の啓培

　③自国認識と国民的自覚の涵養

　④他国・他民族・他文化への理解の増進

　⑤�国際的相互依存関係と人類の共通重要課題の認識

に基づく世界連帯意識の形成

　⑥国際協調・国際協力の実践的態度の養成

　これらの諸目標の構造関係は、①と②が教育の基盤

であり、③、④、⑤が相互に関連しながら中核となり、

⑥が帰結になる。この基盤、中核、帰結の三者は密接

な関係をもち、相互に一貫性をもっていなければなら

ないとした。

　「国際理解教育」は自由と正義を希求し、自他の人権

尊重の意識をもつ平和的な人間の育成を目指すもので

ある。

　なお、当初の協同実験活動に参加した学校名と研究

テーマは下記の表のとおりである。
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　　　　年　度
学校名

1954（昭和 29）年 1955（昭和 30）年

東京教育大学
附属中学校

・人権の研究
・�人権意識の成長を
はばむ要因について
の研究

・�人権意識向上に関
する実験的研究

・�人権教授における
講義法と活動法の
比較研究

（私立）
和光学園中学校

・東南アジアの人々
　―とくにインドネシア

・東南アジアの理解
　―とくにパキスタン

川崎市立
田島中学校

・フィリピンの理解
・人権の研究
　―とくに朝鮮人

・フィリピンの理解
・�朝鮮人に対する偏見
除去について

広島大学教育学部
附属中学校

・原爆と平和 ・�わが国における女性
の地位

・�イギリスの中学生の
生活

東京教育大学
附属高等学校

・東南アジアの理解
　―とくにパキスタン

・東南アジアの理解
　―とくにパキスタン

広島大学教育学部
附属高等学校

・人権の現状
・イギリス人の生活

・�国際間および人種間
における人権の問題

・�イギリスの文学と国
民性

・イギリスの歴史

　その後の研究テーマを見ると、当初は人権の研究が

重視されていたが、その割合は低下し、これに代わっ

て総合的な主題（人権、他国、国連の研究を関連させ

て総合的に取り扱うもの）を取り上げる傾向が強くなっ

ている。他国・他民族の理解は一定の水準を維持して

いるが、国連の研究は少なくなったといえる３)。

　1960 年からのユネスコ協同学校計画は、その後、ユ

ネスコスクールと呼ばれるようになった。その概要は

次のとおりである４)。

　現在のユネスコスクールは、①地球規模の問題に対

する国連システムの理解、②人権、民主主義の理解と

促進、③異文化理解、④環境教育、といったテーマに

ついて、質の高い教育を実践する学校である。我が国は、

制度発足当初から、ユネスコスクールの活動に取り組

んできた。2018 年 10月現在、1,116 の幼稚園、小学校・

中学校・高等学校及び教員養成系大学がこのネットワー

クに参加している。

　現在、我が国では、「持続可能な開発のための教育」

(ESD) の普及促進のためにユネスコスクールを活用する

ことになっている。その際に大切なことは、以下のと

おりである。

①�「持続可能な開発のための教育」を通じて育てたい

資質や能力を明確にし、自分で、あるいは協働して、

問題を見出し、解決を図っていく学習の過程を重視

した教育課程を編成するよう努めること。

②�総合的な学習の時間を中心とした教科横断的な指導

計画を立てるなど、指導内容を適切に定め、さらに、

指導方法の工夫改善に努めること。

③�「持続可能な開発のための教育」の推進拠点として、

研究・実践に取り組み、その成果を積極的に発信す

ることを通じて、「持続可能な開発のための教育」の

理念の普及に努めること。

　「持続可能な開発のための教育」とは、持続可能な社

会づくりの担い手を育む教育であり、その中には、国

際理解、環境、多文化共生、人権、平和、開発、防災

などのテーマ・内容が含まれている。したがって、こ

の教育で取り上げるテーマ・内容は必ずしも新しいも

のではない。むしろ、持続可能な社会の構築という共

通の目的や視点から、具体的な活動の展開に明確な方

向付けをするものである。

Ⅲ　国際認識と「開発教育」

　戦後、社会科教育の歩みのなかで、自由と正義を希

求し、自他の人権尊重の意識をもつ平和的な人間の育

成を目指す「国際理解教育」が推進されてきた。この

人権意識の啓培と平和のための教育こそ、今日の社会

科教育の課題の一つである。そこで問題にしなければ

ならないことは、我々日本人の国際認識・意識の質に

ついてである。

　かつての様々な調査によると、中学生の国際認識・意

識の問題として、①欧米志向と欧米への劣等感、②それ

と裏腹になっているアジア蔑視感、③アフリカ、ラテン・

アメリカに関する情報不足と無関心が指摘されている。

中学生の認識は、日本人一般の認識でもある。そこで、

我々の国際認識の枠のなかに、アジア、アフリカ、ラ

テン・アメリカ諸国の、いわゆる「発展途上国」「第三

世界」の問題を、どのように位置づけ、考えるかが問

われている。

　何よりも、「発展途上国」の人口、貧困、飢餓、環境

破壊等の問題を自己・自国の問題として理解すること

が重要である。このことを大切にする教育が「開発教育」

と呼ばれている５)。

　現在、開発教育は「これから 21世紀にかけて、早急

に克服を必要としている人類社会に共通の課題、つまり

低開発についてその様相と原因を理解し、地球社会構成

国の相互依存性について認識を深め、開発を進めてい

こうとする多くの努力や試みを知り、そして開発のた

めに積極的に参加しようとする態度を養うことをねら

いとする学校内外の教育活動」と定義づけられている。

　つまり、開発教育は、低開発の諸現象（貧困、飢餓、

栄養・医療問題、教育問題、環境問題等）を単に理解し、

同情するのではなく、その原因に踏み込みながら先進工

業諸国側の責任を認めつつ、第三世界と先進諸国との関

係や地球規模の生態系全体の保持という観点から展開

されている。また、今日では、開発教育が「ひとつの地球」

全体の開発という視点から、先進諸国に住む一人ひと

りの生活そのものを問い直すことも包含されるように

なっている。

　開発教育は、社会開発に加えて一人ひとりの人間の

開発、すなわち、物質的必要の充足に留まらず、人間

が人間らしく生きるための解放のプロセスという側面

を持つようになっている。

　このように、開発教育は、第三世界の開発問題、先

進諸国と第三世界の関係、個人の生き方（地球的視野
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の涵養）を領域とするが、具体的な内容は、開発問題、

南北問題、核、人権、環境等の問題である。例えば、「一

本のバナナ」から、自己の食生活が「発展途上国」の貧

困とどのようにかかわっているの知ることができ、今

までの国際認識の甘さを痛感することができる６)。

　また、アフリカの飢餓問題は、森林などの環境破壊

がその原因とされているが、その根底には「南北問題」

がある。アフリカの人々はなぜ森林を伐採するのかと

いう問題を追究すると、必然的に「発展途上国」と「先

進諸国」の経済格差や従属問題があらわれてくる７)。

　このように日本人の国際認識において「発展途上国」

「第三世界」を正当に位置づけているとは言い難い。ま

た、同時に、日本社会の内部においても、「単一民族」

のイデオロギーを固守しつつ、「民族秩序」の下位に位

置づけた在日朝鮮人やアイヌ、被差別部落民、さらに

は沖縄住民その他の「異質」（異質集団）として差別・

抑圧する精神構造を変革しないでいるという指摘もあ

る８)。確かに、戦後の教育は、自由・平等・人権といっ

た理念を掲げてきた。しかし、我々日本人は、この自由・

平等・人権を学び、教育を受ければ受けるほど、在日

朝鮮人も被差別部落も見えなくなっている。

　そこで、必要なことは、日本の社会は様々な異質集

団を抱えた多民族社会であるという事実を認識し、同

時に、自由で平等な民族共生を保障するための、制度

や生活態度を確立していくことである。これからの人

権教育を展開する際には、この「異質との共存による

個の自覚の徹底と、そこにおける他者共生の民族的自

覚をもつこと」が求められよう。

　真に日本が「国際化」するためには、様々な異質集団

に対する偏見や差別を克服すること、さらには、どの

ような立場に置かれているかを客観的に認識すること、

自分の生活を含めて日本人や社会の在り方を検討する

ことである。

　要するに、自己・自民族中心的な考え方からの発想

転換が我々に求められている。

Ⅳ　戦争責任と歴史認識

　ここでは、自己認識の問題を取り上げる。これは我々

の歴史についての自己認識であり、さらに言えば、戦

争に対してどのような責任の意識をもつか、戦後をど

のように認識するかという問題である。

　1980 年代当初、「侵略・進出」の記述をめぐって教科

書問題で明らかになったように、我が国の文教当局は、

十五年戦争ないし第二次世界大戦における我が国の加

害責任をできるかぎり回避したり、隠蔽したりする政

策をとってきた。その結果、我々は日本人による戦争

加害の歴史を学んではいない。しかし、事実は決して

消滅するものではない。被害国の人々はその歴史を忘

れず、子どもたちに確実に伝えているからである。

　今や日本人の大多数は戦後生まれであり、戦争を知ら

ない世代である。戦争に対する責任をもつ必要はない

という考え方もある。国際化時代と呼ばれる現在、日

本人は、日本の歴史を忘れるなと教えられているアジ

アの人々と付き合うことになる。過去を学ばず、過去

に無反省・無自覚の日本人は、アジアの人々からどの

ようにみられるのか。そこからは国際理解どころか国

際誤解以外の何ものも生まれないであろう。

　アジア諸国との間で教科書問題を繰り返す日本は、

ドイツがポーランドやイスラエルと教科書についての

協定を結び相互に検討し合っている事実から学ぶ必要

がある。また、ドイツ連邦議会で行われたヴァイツゼッ

カー大統領の演説『荒れ野の 40年』から、大統領が自

国の敗戦・戦後をどのように認識しているのかを見て

みたい９)。

　大統領はつぎのように述べている。「罪の有無、老幼

いずれを問わず、われわれ全員が過去を引き受けなけれ

ばなりません。全員が過去からの帰結に関わり合ってお

り、過去に対する責任を負わされているのであります。」

「過去に目を閉ざす者は結局のところ現在にも盲目とな

ります。非人間的な行為を心に刻もうとしないものは、

またそうした危険に陥りやすいのです。」「歴史の真実を

冷静かつ公平に見つめることができるように、若い人々

の助力をしたいと考えるのであります。」

　日本とドイツは、その歴史や現状の類似性からしば

しば対比されるが、戦争に対する責任の意識の仕方に

関するかぎり、両国の間に大きな開きがある。大統領は、

暗い過去の現実を直視し、過去に出来事を心に刻むこと

を求め、戦争責任について青年を含むドイツ全体にあ

らためて訴えかけたのである。この「心に刻む」とは「あ

る出来事を自らの内面の一部となるよう、これを誠実

かつ純粋に思い浮かべること」である。我々にもこの「誠

実さ」が求められているように思う。

Ⅴ　国際関係のなかの教科書問題－東アジアの試み

　1982 年の歴史教科書検定問題が、日本国民が自国史

を見直し、韓国・中国との共同研究をはじめる大きな

契機になった。また、同じ敗戦国でありながら隣国と

の歴史教科書対話を続けるドイツの取組みの紹介が共

同研究の大きな推進力になった。

　ここでは、ドイツの歴史教科書記述の改善の動向を

垣間見た上で、日本と東アジアとの取組みについて紹

介し、そこからくみ取るべき視点を指摘したい 10)。

１．ドイツの歴史教科書対話

　1982 年、日本の歴史教科書がアジア各国からの厳し

い批判にさらされている最中、藤沢法暎は『朝日新聞』

の論壇（８月 19日付）に「西独の教科書作りに学べ」

という一文を寄せている。そこでは、西ドイツの国際

教科書研究所がナチ時代を反省し、近隣諸国と対話を

継続している活動が紹介され、日本もドイツの経験に

見習うべきとの提言をしている。

　冷戦下での東側のポーランドとの教科書対話は歴史

認識の共有化を目指す事例として世界的に評価されて

いる。ドイツとポーランドの教科書委員会が勧告を発
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表したのは 1976 年であったが、その勧告の内容が実際

に教科書に反映されたのは 80年代半ばを過ぎてからで

ある。近年ではドイツとポーランドの共通の歴史教科

書を作成する動きもある。

　また、西の隣国フランスとの歴史教科書対話も進め

られ、現在は、両国が支援する形で共通歴史教科書が

2006 年に出版され、和解のプロセスの一部として大き

な役割を果たしている。この教科書は、共同で執筆し

両国の学習指導要領に対応しており、正式に授業で使

用可能なものである。

　教科書には、ナチス占領に対するフランスのレジスタ

ンス運動を取り上げるとともに、ヴィシー政府のナチ

ズムへの協力の事実も記述されている。また、戦後ド

イツの対戦国との和解政策とともに、今日の極右ネオ

ナチの活動実態が掲載されている。共通教科書は作成

されたものの、現場への浸透はまだ先の課題のようであ

る。一般学級での使用は副教材としての位置にとどまっ

ているという。

　このようなドイツの息の長い地道な和解のための歴

史教科書対話から我々は何をくみ取るべきか。教科書

対話を推進している国際教科書研究所のファルク・ピ

ンゲルは和解を進めるための共通歴史教科書づくりの

基本姿勢について、以下のように述べている 11)。

　�　違いを否定するのではなく、私たちの間にはどの

ような違いがあるのか、そしてその違いはお互いの

共存を許さないほど強いものなのかということにつ

いて意見交換することが大切なのです。そうした議

論を行うことで、お互いの違いを認識し、共同で活

動に取り組んだり、同じ学校に通ったり、共に多く

を学んだりできるように導いていくべきなのです。

　このような隣国・他者に対する「まなざし」が和解

のための対話には不可欠であろう。

２.日韓歴史共同研究の進展

　先の藤沢を世話人代表とする日韓共同歴史教科書研

究が 1990 年から２年間行われた。これは日韓両国の専

門家による歴史教科書改善の共同研究であり、研究対

象を多々問題になる近代の日韓関係に限定したもので

ある。

　韓国側が日本の歴史に求めたのは、近代日本の侵略・

植民地支配の実態と朝鮮民族の抵抗を正確に記述する

ことであり、この点では大きな対立は起こりえなかっ

た。議論になったのは、韓国側の日本認識をめぐって

であった。日本側は、①侵略戦争・植民地支配の時代

にも、これに反対し続けた日本人は少数とはいえ存在

したこと、②近代日本にアジア諸民族に差別意識を持

たず、同じ人間同士として接近していた日本人は必ず

しも少数ではなかったことも認識すべき旨を主張した。

韓国側の態度は固かったという。

　日本側は、日韓友好を築こうとするためには、日本の

正の要素に目を開くことを求めた。つまり、侵略・植

民地支配の事実をあいまいにせず、しかもあの時代に

も存在しえた日本人とアジアの隣人たちとの友情・連

帯の遺産を掬い上げることが「教科書の中の国際関係」

の重要な課題とした。近・現代の日韓関係史の教育を、

侵略・抵抗・連帯の３つの視点から、特に連帯の契機

を重視しつつ、進めていくことが提言された 12)。

　近現代の日朝関係史をとらえるキーワードは、侵略・

抵抗・連帯の三つとする日本側の認識であったが、当

時の韓国側は侵略・抵抗までで足踏みしていたという。

　この研究会を発展させる形で韓日歴史教科書研究（韓

国側）と歴史教育研究会（日本側）の共同研究が 1997

年から行われている。本研究会は、日本と韓国との歴史

の共通認識を、教材という形で叙述し、双方の人々に歴

史の共通認識のベースを提供することを目指している。

また、先史から現代までを対象に、日韓両国の歴史教

科書を再検討し、歴史研究と教科書、教科書と教育実

践の関連性の構築を重視し活動を展開している 13)。

３．日韓中共通教材の作成

　2001 年に「新しい歴史教科書をつくる会」による教

科書編纂と教科書検定合格によって、韓国・中国両政府

が日本政府に対して修正を要求、歴史認識をめぐって、

再び外交問題になった。

　こうした中で、公式な日韓歴史共同研究は 2002 年、

日中歴史共同研究が 2006 年から行われ、それぞれが報

告書を提出している。いずれも、政府間の歴史対話で

あるが、歴史解釈をめぐって研究者の意見が対立し、両

論併記の形がとられている。

　また、近年は民間レベルでもさまざまな取り組みが

行われている。そのひとつの傾向としては、研究ネッ

トワークが広がり、共通歴史教材の作成にいたるケー

スも出てきている。その事例は以下のとおり。

・�歴史教育者協議会・全国歴史教師の会『向かい合う

日本と韓国・朝鮮の歴史』（青木書店、2006 年）

・�日韓共通歴史教材制作チーム『朝鮮通信使』（明石書

店、2005 年）

・�日中韓共通歴史教材委員会『未来をひらく歴史』（高

文研、2005 年）

　自国史の相対化、自国史の自国中心主義の克服を目

指す歴史対話の重要性は認識されてきた。また、歴史

認識の共有化を目指し、対話の成果として共通の歴史

教材としてまとめる動きが活発化してきている。それ

と同時に、国際シンポジウムなどの交流を通して、日

中韓のネットワークが拡大しつつある。

　その成果の一部が、二谷貞夫編『21世紀の歴史認識

と国際理解‐韓国・中国・日本からの提言』（明石書店、

2004 年）、加藤章編著『越境する歴史教育』（教育史料

出版会、2004 年）、劉傑 (他 )編『国境を越える歴史認

識‐日中対話の試み』（東京大学出版会、2006 年）、近

藤孝弘編『東アジアの歴史政策‐日中韓 対話と歴史認

識』（明石書店、2008 年）等である。
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４．対話・和解・共通教材教科書

　東アジアの共同研究は、研究対話から始まり、和解

を目指した共通教材・教科書づくりへと向かっている

ように見える。共通教材には、２種類あるという。①

長い和解過程の到達点としての教科書（独仏共通教科

書などの和解到達モデル）と②和解を掲げて作成され

ている教材（紛争解決モデル）である。これは、歴史

認識の共有は和解の結果なのか手段なのかという問題

であるという。

　共通教材・教科書に「和解」の視点を導入することに

より、広い視点と未来志向の発想のもとに、東アジア史

を柔軟的に構成し、再解釈する可能性が開かれると評価

する向きもある。他方では、中国や韓国が求めるものは、

和解手段としての共通教科書という見方もある。つま

り、中国や韓国は未だに日本を紛争相手国に近い存在

として認識し、対等なパートナーと見なしていないと

いうものである。共通教材・教科書を和解の手段とみ

る中国・韓国と和解の目的とみる日本との認識の「ずれ」

の解消が今後の課題になろう。

　当面は、違いを認識することが歴史認識共有の第一

歩とし、和解到達モデルで徐々に進むこと。具体的には、

民間レベルで進行している各種の日韓中の共通教材の

試みと、政府間レベルで立ち上がった歴史共同研究が、

互いに緊張関係は保ちつつも最低限の相互信頼関係を

築くことで短期的には、教科書叙述への相互勧告、長

期的には共通教科書の地平を探すことではないか 14)。

Ⅵ　諸民族の生活や文化の学習

　以上、我々の国際認識の質を問う場合、我々の生活

と「発展途上国」との関係、及び自己の歴史認識の在

り方を問い直す必要があると述べてきた。そのうえで、

諸民族の生活や文化を社会科教育になかでより積極的

に取り扱うことが求められている。

　現代の世界には、言語・宗教・習慣・価値観・生産等

で異質性・多様性に富んだ様々な諸民族・諸国家・諸

文化圏が混在している。国際理解教育は衣食住から価

値観や宗教に及ぶ生活や文化における異質性や多様性

を認識し、それを超えて、人間としての普遍と連帯を

目指すことが課題である。そのためには、国際理解の

視点から我々の日常生活の文化そのものの教育が必要

である。

　どの民族にも、それぞれ固有の生活文化がある。それ

は衣食住から通過儀礼、年中行事、風俗、礼法、暮し方

などの固有の生活様式である。その生活文化の歴史的・

地理的背景や現状をそれぞれが等しく価値があるもの

として理解することが求められよう。

　また、生活様式を文化とするならば、水の利用量の違

いや水利用の方法も文化であり、世界中に様々な水文

化があることになる。たとえば、世界の風呂の入り方は、

その地域の気候や水や燃料の入手しやすさなどにより

様々な型がある。それは典型的な水利用の文化である。

また、食生活・食文化を考えても、「国際化」の進展に伴っ

て、食習慣・食事観の違いによる文化摩擦が生じるこ

とも少なくないであろう。外国で生活する場合、国内

で外国人を迎える場合、何れの場合も、相互の食文化

の尊重や理解が基本となる。

おわりに

　以上のように、我々の国際意識・認識や自己の歴史

意識を問い続けながら、身近な生活の問題をグローバ

ルな視点からとらえることが、「国際化」時代の社会科

に求められている。そして、そのことが国際理解教育

の目指す平和的な人間の育成につながるものであろう。

　最後に、今後の社会科教育の課題について整理して

おきたい。

　第一に、「国際化」の意味内容の変化と進化である。

新学習指導要領（2017・18年）では、社会科の目標は「グ

ローバル化する国際社会に主体的に生きる平和で民主

的な国家及び社会の形成者に必要な公民としての資質・

能力の基礎」の育成となっている。「グローバル化する

国際社会」という文言が加わり、現在は、この「グロー

バル化」に対応した社会科教育の内容が問われている。

　第二に、「国際化」に対応する教育の系譜が交差し合

うようになっている。ユネスコ憲章の前文にあるよう

に、諸民族の生活や文化の理解がその底流にはあるが、

国連が採択した「持続可能な開発のための教育」(ESD)

や「持続可能な開発目標」(SDGs) を 15)、ユネスコスクー

ルも開発教育も重視している。この教育は社会的課題に

関心をもち、その課題解決に向けて参加できる人間の

育成を目的にしている。これはグローバルな視野に立っ

た市民教育・シティズンシップ教育の具体的な実践が

求められている。

　最後に、それぞれの系譜の根底には人権教育の課題

が潜んでいる。「国際化」「グローバル化」に対応した教

育とは、常に、全世界の人々の人権意識の育成を図る

ものでなければならない。

【註】

1）�　澤田昭夫・門脇厚司編『日本人の国際化―「地球市民」

の条件を探る』（日本経済新聞社、1990 年）、55頁以

下参照

2）�　永井滋郎『国際理解教育　地球的協力のために』（第

一学習社、1989 年）、16～ 17頁。本書の「はしがき」

に永井は国際理解教育との出会いについて、以下のよ

うに述べている。

　�　それは、1954（昭和 29）年、ユネスコ（国際連合

教育科学文化機関）の国際理解教育における「協同

学校計画」の教育実験活動が、当時私の勤務してい

た広島大学教育学部附属中・高等学校で開始したこ

とを機縁としている。

　（中略）

　�　国際理解教育についての私の研究は、ユネスコ協



－31－

「国際化」に対応した社会科教育の系譜と課題

同学校計画だけではなく、日米文化教育会議の国際

理解教育協同研究事業や OECD（経済協力開発機構）

の環太平洋研究組織などの国際的協同研究にも及び、

私の第一に研究分野となった。

　�　また、戦後のユネスコ実験校（東京教育大学附属中

学校）に勤務していた梶哲夫は、ユネスコの国際理解

教育の意義について、概ね以下のように述べている。

　　①�基本的人権の尊重、日本と諸外国との相互理解

と協力、国際的協力機関についての理解と協力、

世界平和の実現などに関する教育をどのように

考え、いかに実践したらよいかについて、その

本質を究明し、具体的な実践を組織的、継続的

に実施している。

　　②�これらの重要な教育課題を国際的規模で行って

いる。

　　③�総合的な性格をもった教育課題に、どのように
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【附記】
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